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日本における企業間の
長期継続的取引関係1)
李　　　建　平
1.はじめに
企業間の長期継続的取引関係が日本的取引慣行の一つとして, 1980年代
初期から注目され始め,数多くの先行研究が蓄積された｡それに関して,
史的考察のみならず,理論的かつ実証的研究も行われた｡多くの研究者は
長期継続的取引関係には取引コストの節約,リスクシェアリング,技術革
新の促進などのメリットがあり,日本の経済成長に大いに貢献したことを
主張した｡しかし,そこには取引の透明度が低いことや新規参入が制限さ
れることなどのデメリットがあることも指摘された｡とりわけ, 90年代半
ば以降,日本産業のグローバル化, IT化,および製品の規格化の進展に
伴って,企業間の長期継続的取引関係の経済的合理性が乏しくなったとい
われている2)｡
本稿は,既存研究を踏まえて,日本の企業間の長期継続的取引関係の合
理性を議論した上で,それの新たな展開を示し,今後の意義ある研究課題
を提示することを目的とする｡次の第2節では,長期継続的取引関係を支
える社会規範について評判メカニズムとゲーム理論で分析した上で,第3
節では,戦後におけるその社会規範の存在を確認する｡第4節では,長期
継続的取引関係の経済的合理性を議論する｡第5節では,本稿をまとめ,
日本の企業間取引関係の新展開,および今後日本経済の課題を展望する｡
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2.社会規範と長期継続的取引関係
社会規範は社会の構成員の多くがそれをあるべきものと考えて意識的に
従う行動パターンであるニ"｡法制度の不整備や人々の情報収集能力に限界
がある状況においては,社会規範は取引の不確実性を低めるような役割を
果たしている1'｡社会規範には大別してハードな規範とソフトな規範とい
う二つのタイプがある｡前者は政府機関や自主規制機関によって企業にそ
の遵守を要請されるものであり,後者は慣行または慣習など自発的に形成
されるようなものが見受けられる5)｡
日本の企業社会において評判を大事にし,協調的行動を取るという取引
慣行は暗黙の社会規範の一つとして徳川時代に形成されたもの`;)と指摘さ
れる｡それは一種のソフトな規範であるが,日本の多くの企業人はそれの
重要性を認識し,それに従って行動する｡したがって,それは長期継続的
企業間取引関係の支えとなっていると思われる｡しかし,そのような規範
に従わなくても直接的に法的ペナルティーを受けなくて済むから, ｢なぜ
人々がその規範に従うのか｣という問題を考えなければならない｡その間
題について, 1980年代後半から多くの研究者は社会の評判メカニズムやゲ
ーム理論で分析した｡以下では先行研究を踏まえて,その規範に従う経済
的理巾を説明する｡
2.1　評判メカニズム
日本においては地方のみならず,企業社会全体における企業間関係や個
人間関係が強固であるがゆえに,評判(reputation)のメカニズムは広く
働くと指摘されているo　つまり,さまざまなビジネス･ネットワークは密
接な企業間関係や個人間関係によって相互にリンクされている｡例えば,
自動車産業における-つの部品取引ネットワークで形成されたある企業の
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評判は,自動車メーカー･部品メーカーを問わず,企業間関係や個人間関
係を通じて広まるのである7-｡
自動車産業においては,自動車メーカーは部品メーカーに比して少数で
あり,そして知名度も高い｡ -･股に,ある自動車メーカーは多数の部品メ
ーカーと取引関係を同時に維持し,独自の部品取引ネットワークを有する｡
もしそのうちの一社の部品メーカーに対して強引な部品価格引下げのよう
な裏切りの行動をとると,その部品取引ネットワークにおいて悪評が立ち,
それ以外の部品メーカーの信頼を失うかもしれない｡また,それによって
新しい部品メーカーを探すのは難しくなるH'｡さらに,見つかったとして
も,そのような自動車メーカーには新しい部品メーカーは,慎重に対応す
るために取引条件に関する細かい契約を求め,そしてその後の自動車メー
カーの増産,価格設定,モデルチェンジ,コスト削減など-の対応も非協
力的になるかもしれない0)｡他方,ある部品メーカーは特定の自動車メー
カーの合理的な原価低減のための生産性改善に非協力的行動をとると,受
注の減少,極端な場合では取引関係の打ち切りのようなペナルティーを受
けるかもしれない｡さらにそのような非協力的評判は他の部品取引ネット
ワークに伝わるので,それによる既存の関係特殊的資産の損失のみならず,
新しい自動車メーカーとの取引関係を結ぶのも困難となる1日)｡
2.2　長期的利益
企業が経済的利益をあげるために作られた組織であって,経済的損得を
企業の成否の第1の目安とすれば,短期的取引関係と比べて長期継続的取
引関係はより大きな利益をもたらさなければ,後者を維持するインセンテ
ィブがないであろうと考えられる｡ここでは,短期的取引関係は事前に最
終Lu_)がわかる有限I叫数または一一一回切りの企業間取引,長期継続的取引関係
は事前に最終回がわからない無限回数の企業間取引を指す｡長期継続的取
引関係について最初にゲーム理論を用いて経済分析の光を当てたのは伊藤
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･松井(1989)である｡彼らは非ゼロ和ゲームの代表である囚人のジレン
マおよび繰り返しゲームを用いて長期継続的取引関係を維持する理由を説
明した｡
囚人のジレンマ1日はゲーム理論において,個々の最適な選択が全体とし
て最適な選択とはならない状況の例として挙げられる問題である｡それは,
ある事件において共犯と思われる二人の容疑者が逮捕され別々の部屋で取
り調べられる際に,決定的な証拠がない二人の容疑者に対して表1の条件
で司法取引が行われるものである｡
表1　囚人のジレンマ
B容疑者:否認 vXｵ竟#ｨ齷I"  
A容疑者:否認 茶"ﾃ"(l5.1)  
A容疑者:自白 茶R(10,10)    
注:表内の括弧の中の数字は,左側がA容疑者,右側がB容疑者に対する懲役年数を
表わす｡
表1では, Aにとっては, Bが自白しょうが否認しょうが,いずれも自
白を選択する方がAにとって最適な選択である｡これはBにとっても同
様であるから,自白を選択するのは両者にとっては支配戦略となる｡それ
による懲役年数の組み合わせ(10, 10)はナッシュ均衡であっても,パレ
ート最適にならない｡なぜならそれよりパレート改善的な組み合わせ(例
えば(2, 2))が存在するからである｡つまり,各個人が自分にとって
最適な選択をすることと,全体として最適な選択をすることが同時に達成
できないことがジレンマと言われるわけである｡これは二人の容疑者が
別々の部屋で取り調べられ,相互に意思疎通や情報交換ができない状況の
下にそれぞれ利己的行動を取った結果である｡
表1の容疑者を企業,否認を協調,自白を非協調,懲役年数を企業の利
益のサイズに読み替えると,一回切り取引のジレンマが表2で示されるも
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のになる｡
二人の容疑者が別々の部屋で取り調べられる状況と同じように,企業間
の一回切り取引の状況においては,それぞれの企業は相手の経営者の人柄
や生産コストなどの内部情報を十分に収集することができないので,自己
の一一時的な利益だけを最大化する行動を取らざるをえない｡つまり,それ
ぞれが非協調的行動を取るのは支配戦略である｡それによる利益の組み合
わせ(2, 2)は,パレート最適にならない｡つまり,一回切り取引にお
いては,それぞれが自己の利益のみを求めて行動することは,取引に関わ
る企業全体の利益を最大化することにならないのである｡
表2　-回切り取引のジレンマ
B企業:協調 ｮ仂cｩOｺi+"   
A企業:協調 茶b綯(1,10)  
A企業:非協調 中ﾄﾂ(2,2)   
汰:表内の括弧の中の数字は,左側がA企業,右側がB企業の利益を表わす｡
--I-回切り取引の例として家電の流通市場での家電メーカーと家電の小売
店の間の取引を取り上げられる｡初対面のAメーカーとB小売店はそれ
ぞれが一時的利益を最大化するために,粘り強く交渉をするだろうと予想
される｡長時間の交渉によって取引が成立しても,交渉にかかった時間や
人件費などのコストが引かれたそれぞれの利益はともに小さいであろう｡
現実の企業間の取引には,それぞれ協調的行動が取られ,囚人のジレン
マの問題が回避されていることがしばしば見られるのはなぜか｡表2のゲ
ームは一回切りではなく,繰り返し行われるならば,それぞれが協調的行
動を取ろうとするインセンティブを持つようになる｡というのは,取引の
経済主体にとっては短期的な利益と比べて,長期的な利益がより大きいか
らであると思われる｡
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表3　協調のメカニズム
(2)　　(3)
協調による利益
非協調による利益
表2のゲームが繰り返し行われる場合には,一方の企業が非協調的な行
動を取ったら,それに対して他方が後で仕返しすることが可能となる｡ま
た,相手が協調的な行動を取ったら,自分も協調的な行動を取る｡表3は,
相手の企業とともに最初から協調的な行動を取っていく場合と,最初に相
手の企業を裏切って非協調的な行動を取った場合の,利益の流れを比較し
たものである｡上のケースでは,一一万の企業は協調的な行動を取り,相手
も同様な行動を取っていくなら,ともに比較的高い利益を享受していける｡
それに対して,下のケースでは,一一万の企業はいったん非協調的行動を取
れば,そのときのみは相手を出し抜き,一一一時的に10の高い利益を獲得でき
るが,それ以後は相手の仕返しにあって, 2という低い利益しか獲得でき
ない｡したがって,各経済主体は,長期的には,非協調的行動に比べて協
調的な行動を取っていく方がより大きな利得を得られるので,協調的な関
係を維持していくインセンティブを持つわけである12)0
日本の自動車産業における自動車メーカーと部品メーカーの間の取引を
例として見ると,両者とも一時的な取引のみを念頭におくのではなく,今
後の取引を考慮して行動することは一般的な現象であろうと思われる｡部
品メーカーは,短期的な利益を求めて自動車メーカーに対する非協力的行
動をとって今後の取引を失うか,それとも協力的行動をとって長期継続的
取引関係を維持していくかを決める際には,両者の利益の違いを考えるは
ずであると考えられる｡後者の利益が前者のそれより大きいほど,部品メ
ーカーは自動車メーカーに対する協力的行動を取るインセンティブが大き
くなるであろう｡これは自動車メーカーについても同様である｡
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3.戦後下請取引関係の発展と社会規範の存在
上で述べたように,日本の企業社会において評判を大事にし,協調的行
動を取るとの社会規範が存在する｡しかし,ある行為者が社会規範から逸
脱する行動をとった場合,何らかの社会的制裁を受けないならば,社会規
範の維持は危うくなるであろうと思われる｡この点に関して,港(1988)
は,戦後の製造業における下請取引関係の発展過程を概観し,その過程に
おいて社会規範の逸脱者が確かな制裁を受けたことによって,企業間取引
における信頼関係が強化されたことや,社会規範が働くことを確認した｡
以下では,戦後の下請取引における企業間の信頼関係の変化に関しての港
(1988)の研究内容を概観する｡
3. 1　戦後の協力的企業間関係
戦後,日本の機械工業の技術進歩や設備投資の迅速な発展,価格･非価
格の両面で強い国際競争力の形成には,協力的企業間関係が大きな促進す
る機能を果たしたと指摘される｡ 1950年に国民経済研究会の調査は,入札
による発注単価の決定が全体では32.8%,従業員千人以上規模企業でも
44.0%であって,企業間取引において入札方式のような市場的価格形成よ
りも協力的関係による価格形成の方が優位であったことを示している｡ト
ヨタ自動車の30年史には, ｢従来,時価を基準として多分に経験者の『カ
ン』に頼っていたのを改め,標準作業時間を基礎とした計算方式を採用し,
これにより協力工場側との話し合いで,相互に納得のゆく価格を決定する
ようにした｡さらに,代金の支払い方法は,戦後の混乱期に一時乱れてい
たのを改め,月末締め切りの翌月払いで,平均70-80%を現金,残り20-
30%を90日の手形で支払うことにした｡
この原則は,わが社のために,苦境にあっても企業の合理化,品質の向
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上,価格の引き下げに率先して協力を惜しまなかった協力工場の努力にこ
たえる意味もあって,その後の不況期にも,終始一貫して維持され,わが
社と協力工場の信頼関係の基礎となっている｡Jl3)という記載がある｡これ
は,企業間取引において交渉力の強い自動車メーカーであるトヨタが一方
的ではなく,下請企業の利益を考慮して取引価格の決定や代金の回収を行
っていることを示唆している｡
昭和30年代は大企業での大量生産方式への転換期にあたり,この時期に
外注先の確保は生産の増大には必要不可欠の条件であり,また下請取引の
急激な拡大に伴って親企業と下請企業との相互依存関係が強くなり,効率
的な外注管理のあり方が模索されていた｡昭和30年前後の親企業と下請企
業との取引について, ｢無理な追加発注をした場合,下請企業に出かけ,
その下請仕事を手伝いながら仕上がりを待ち,完了後持参した清酒を酌み
交わす｣という大手家電メーカーの購買部長の述懐はその両者の協力的関
係の密接さを反映しているであろう｡したがって,昭和33年の｢なべ底不
況｣や昭和36-37年の金融引き締めによる景気があったが,日本経済の成
長性に対する確信が維持され,下請企業-の技術や経営ノウハウの指導が
実施され,下請関係が強化された.1)｡
3. 2　社会規範の存在の確認
昭和40不況はそれまでの景気後退と異なって,設備投資主導型の経済成
長が限界に達した｢転換期｣の構造不況となる見解が経済企画庁や多くの
経済学者に指摘された｡この時期に,一部の大企業は,経済成長の先行き
に対する警戒心が強く,下請企業を整理した｡しかし,昭和40年不況が短
期間で終わり,昭和41年から｢いざなみ景気｣がおとずれた｡景気拡大に
よって親企業は再度下請企業の拡大を必要としたが, 40年に下請企業を整
理した大企業は下請企業を確保することが難しくなった｡
昭和41年, 42年の『中小企業自書』は2年連続して不況期に下請企業を
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整理した親企業の苦境に触れた｡昭和41年の『中小企業自書』では, ｢不
況による外注量の減少,内製化の進展により総体的にはF講企業を結びつ
けていくだけの発注量の確保が行えず,とくに技術,設備,経営管理等の
点で優れている下請企業が離反しているものが見受けられた｡このため景
気lHl復に伴い,適切な下請企業の確保に窮している企業も見受けられ
る｡｣】5)し,また,昭和42年の『中小企業自害』では, ｢不況期に下請企業
の整理を行った企業は,新たに下請企業をつかもうとしても適当な下請企
業が見当たらず,技術,設備の点で劣った企業と取引を始めざるをえない
という状態であった｣というような記載があった｡それに対して,不況期
に下請関係を維持した親企業は,その下請企業からより高い信頼を得たの
である｡この苦い経験によって,一部の親企業は,下請取引における社会
規範を再認識し,景気変動によって外注を内製に切り換えることのないよ
うな方針を取り始めた｡その後,下請取引における社会規範の重要性がよ
り広く受容されるようになった｡これはその後の下請企業に対する発注単
価の設定のみならず,下請企業に対する技術の指導や設備投資の促進にお
いて積極的な姿勢に反映された｡事実,昭和42-46年の5年間の中小企業
部門での設備投資額は昭和37-41年の5年間の2倍以上に急増した16'｡
その後の高度成長期においては,総じて社会規範が広く認識され,社会
規範から逸脱した行為者も制裁されていたと思われる｡これについては,
港(1988)は2社の事例を取り上げた｡まず, Y社の下請利用のあり方に
関するものである｡高度成長期になって,有力なカメラ･メーカーである
Y社は,なお低コストと景気変動への調整として下請企業を便宜的に利用
する姿勢をとった｡このような姿勢は比較的強い技術力を身につけた下請
企業に忌避されていた｡したがって,カメラ産業が成熟し,価格の競争の
みならず,品質の競争も激しくなる時代へシフトするなかでY社の市場
シェアが縮小し,最終的にK社に吸収･合併された｡次に,大手重工M
社の事例である｡造船業が構造不況に面した際に下請企業を大幅に整理し
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たM社は,その後陸上産業の需要が増加したため下請企業を求めたが,
優秀な下請企業を確保することができなかったという｡こうした事例から,
高度成長期において社会規範が有効に機能していたといえるであろう0
4.長期継続的取引関係の経済的合理性
以下では,部品や原材料の買手(組立メーカー)をアセンブラー,部品
の売り手(部品メーカー)をサプライヤー,アセンブラーとサプライヤー
の取引関係をサプライヤー関係と呼ぶことにしょう｡いままでの研究者は,
日本のサプライヤー関係を例として円本の企業間の長期継続的取引関係の
経済的合理性を分析したことが多い｡以卜では,日本の自動車産業におけ
るサプライヤー関係に関する先行研究を踏まえて,関係特殊的資産,価格
決定,技術革新,取引コスト,情報の蓄積の面における長期継続的取引関
係の経済的合理性を議論する｡
4.1　関係特殊的資産
一一一一･台自動車に使われている部品は約3万個である17'といわれている｡そ
のうち,アセンブラーは内製しているのはその一部にすぎない｡また,自
動車の部品は家電製品と比べて,より高度な技術力が必要になるため標準
化された市販品が少ない｡その多くは社外のサプライヤーに依頼して作っ
てもらう外注品である｡外注品はアセンブラーの仕様に基づいて生産され
るもので,いったん生産されると他のアセンブラーへの転売が不可能であ
る｡外注品のサプライヤーは貸与図サプライヤーと承認図サプライヤーの
2種類がある｡貸与図サプライヤーはアセンブラーが貸与する図面に従っ
て生産する部品メーカーである｡承認国サプライヤーはアセンブラーの仕
様に合わせて設計した上で生産する部品メーカーである｡
特定のアセンブラーの自動車部品を作るために,そのサプライヤーは専
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用機械や工具を設置する必要がある｡その専用機械や:T_具のような資産は
関係特殊的資産と呼ばれる｡関係特殊的資産はその価値が特定のアセンブ
ラーに依存し,アセンブラーが変われば他-転用できないものである｡そ
れによって生じたコストはサンク･コストという｡関係特殊的資産に投資
したサプライヤーは取引関係を打ち切るという取引相手の脅かしによって
不利な取引条件をのまざるをえない｡そのリスクを恐れ,関係特殊的資産
への投資は十分に行われない可能性がある｡これを強盗がピストルでホー
ルドアップ(手をあげろ)と脅かすことにたとえ,ホールドアップ問題と
呼ばれる｡
多くの先行研究はアメリカの自動車産業が日本のそれと比べて部品の内
製率が高いことを指摘している｡日本のアセンブラーは多くの部品を外注
し,取引先のサプライヤーの数が少なくなく,それらと長期継続的取引関
係を維持している｡それに対して,アメリカ企業の部品外注先はいくつか
の独立系のサプライヤーの中から主として価格入札(つまり市場取引)に
よって選ばれている1㌔
アメリカの価格入札の取引方式は,発注のたびに多数のサプライヤーに
見積もりを出させ,もっとも安い価格を提示したサプライヤーに発注する
ものであり,アームズレンスの取引方式とも呼ばれる｡この取引方式にお
いては,来期以降に受注できる確率はサプライヤー間の費用などの条件に
変化がなければサプライヤーの数の逆数となり,サプライヤーの数の増大
に伴い小さくなるから,サプライヤー側は今期の利益をなるべく大きくし
ようとする機会主義的行動をとる可能性が強まる｡匡Ⅰ様に,アセンブラー
側も来期に取引先を変更するのが容易であるから,今期の取引先に対して
機会主義的行動をとるインセンティブが生まれる｡このような不安定で　一
時的な取引関係は関係特殊的資産を必要とするような部品の生産に適合し
ないと思われる｡しかし,サプライヤー関係が期間を定めず継続すれば,
ホールドアップ問題が起こらないo　もし,あるアセンブラーは短期的利益
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を最大化するためにホールドアップの脅かしをすれば市場での悪評が広ま
り,関係特殊的資産に投資してくれるサプライヤーを見つけるのが困難と
なり,より大きな長期的利益を失ってしまう｡したがって,日本の評判や
信頼による企業間の長期継続的取引関係は,関係特殊的資産への投資を促
進し,ホールドアップ問題を解消するのに役立つ1～りと思われる｡
4.2　価格決定
自動車の部品価格決定においては,従来,アメリカ企業は主に価格入札
方式をとってきたのに比べて,日本企業は目標価格方式をとってきた｡価
格調整については,アメリカでは,アセンブラーは毎年価格入札によって
価格引下げの圧力をかけているが,サプライヤーが人件費などのコスト･
アップを納入価格に転嫁することが叶能になっている｡それに対して,日
本では,人件費の上昇分を部品価格へ転嫁することは認められず,サプラ
イヤーの合理化努力によって吸収することを要求されるのが普通である｡
しかし,原材料の価格変動,生産量や生産性の変動による部品価格の変更
に関する交渉が半年に一回に行われているZ｡'｡
まず,原材料の価格L昇について,石油ショックのような予期できない
外的ショックにあったときに部品価格の上昇を認められ,特に外的ショッ
クが深刻な場合にはアセンブラーがそれに伴うコストをより多く負担する
ことがある｡これは一種のアセンブラーとサプライヤーの間のリスク分担
とみなされている｡そのようなリスク分担においてはアセンブラーによる
リスク分担比率が高いことが浅沼･菊谷(1998)の実証研究の結果によっ
て明らかになった21)｡
次に,アセンブラーの予定生産量と実際の生産量の間に乗離があり,実
際の生産量の変化による平均固定費の変動がある｡サプライヤーは特定の
アセンブラーの部品を生産する前に,その部品だけに使われる設備への投
資を行う｡その設備は関係特殊的資産である｡プレス加工に使われる金型
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はそのような資産である｡あるサプライヤーの金型が契約期間中消耗せず
契約期間の最後まで使用できるとしよう｡この金型の費用を予定生産量で
割ることによって平均型費を計算し,これを契約際の価格決定のベースと
される｡もし実際の生産量が予定生産量より少なければ,実際の平均型費
は価格決定のベースとなった平均型費を上回り,サプライヤーはその金型
を償却しえず,実際の利潤が減少することになる｡その道の場合にはサプ
ライヤーは予想以上の利潤を得ることができる｡浅沼(1997)は,日本の
自動車産業において,もし発注量が予定量を下回れば,それによる償却で
きない平均型費をアセンブラーがサプライヤーに補償するが,その道の場
合には予定量を超えた発注量分だけに合わせて部品価格を引き下げること
が暗黙のルールとなっている｡これも一種のアセンブラーとサプライヤー
の間のリスク分担とみなされている22)｡
最後に,生産性改善によって平均生産費用の低下に伴う価格引下げがあ
る｡一般にこれを二つのケースに分けて考える必要がある｡一つのケース
では,アセンブラーが資本や技術などの支援を行ったことによって生産性
が向上した場合には,それに伴う価格引下げを多めに求めることができる｡
いま一つのケースでは,サプライヤー自身の努力による生産性改善である
場合には,サプライヤーがそれに伴う利益の多くを享受することが許容さ
れる23)｡浅沼(1997)によると,日本のアセンブラーは,サプライヤーか
らの生産性改善の提案を積極的に促進するよう奨励しているという｡例え
ば,ある部品の単価が当初2,000円に設定されたが,その部品の量産が行
われている期間中に,製造工程の工数や原材料単価の低減とのような合理
化提案によって,部品単価1,900円での納入が可能であることが明らかに
なった場合には,その以後一定の期間は部品単価を2,000円に据え置くこ
とを認められる｡一般に,その提案がサプライヤーの創意によるものであ
り,また試験の費用をもすべてサプライヤーが負担した場合には据え置き
期間を1年とされるが,アセンブラーが共同開発で半分寄与した場合には
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成果を折半する意味で,据え置き期間を半年にされる-24'｡他方,サプライ
ヤーの生産性改善提案による成果を認定した後,アセンブラーが部品単価
を1,900円に改訂すると同時に,所定の期間に100円の合理化提案報酬を支
払う形で合理化成果還元のルールをとることもある｡これはサプライヤー
に原価低減努力のインセンティブを与えることになる｡
4.3　技術革新
日本の製造業におけるプライヤー関係にはサプライヤーの技術革新の成
果を積極的に評価するメカニズムが内包されている｡日本の製造業におい
ては,一つのアセンブラーの部品の外注先には種類によって2社ないし3
朴のサプライヤーが同時に存在することがあれば, 5社ないし6社のサプ
ライヤーが同時に存在することもある｡日本のアセンブラーは,アメリカ
のそれと比べて,競争入札のメカニズムの機能に依拠するよりも,むしろ
複数の外注先のそれぞれと長期的かつ協力的な関係を発展させようとして
きた｡ただし,それと同時に,アセンブラーは,特有の評価メカニズムを
通じて,サプライヤーどうしを競争させ,技術革新の努力を促進している｡
あるサプライヤーは,生産性改善の努力によって,上述した金銭報酬の支
払いによる奨励で短期的利益を受けることができるだけではない｡さらに
今後の生産性改善の実績の蓄積に伴って,特定のアセンブラーの部品外注
ネットワークにおける評価順位を高め,より高い部品受注シェアを獲得し
うるという長期的利益を得られる25)｡その道に,アセンブラーは,生産性
や経営管理の面で遅れているサプライヤーに対する評価順位を低め,部品
発注シェアを減らし,最悪の場合にはサプライヤー関係を打ち切ることも
ある2'')｡
4.4　信頼と取引コスト
ト述したように,日本の企業が長期的利益や評判を考慮して行動してい
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るので,長期継続的企業間取引関係は維持されてきた｡協調的関係を基に
した企業間の取引が継続していくうちに,自然に相互の信頼が形成される｡
酒向(1997)は,そのような企業間の信頼を取引の一方が他者に対して,
予測でき,互いに受容可能な方法で他者が対応または行動するであろうと
いう期待と定義しているL'7'｡また酒向(1997)はその信頼を｢約束厳守の
信頼｣, ｢能力への信頼｣, ｢好意による信頼｣との三つのタイプに分類して
いる｡ ｢約束厳守の信頼｣は,取引の双方が相手に約束を守るという普遍
的な倫理基準を維持させるとの意味での信頼である｡ ｢能力への信頼｣は,
取引相手が十分に役割を果たすことへの期待であり,相手の技術と経営の
能力に対する信頼である｡ ｢好意による信頼｣は,より一般的な,非限定
的なコミットメントに対する信頼である｡非限定的なコミットメントとは,
ある特定の要求範囲に限定せず,取引相手の要求であれば,または双方の
業績の改善につながるようなあらゆる機会をとらえて対応しょうとするコ
ミットメントである28)｡
そのような相互の信頼は,情報の交換や共有を可能にし,機会主義的行
動を抑制し,さまざまな取引コストを節約できる｡それによって,次のよ
うな四つの範晦の取引コストを節約できる｡第一に,情報収集のコストで
ある｡ ｢約束厳守の信頼｣と｢好意による信頼｣は,相互に信頼できる情
報の交換を促進するので,個人的な都合で歪められた情報を公開する機会
主義的行動を抑制し,真の情報が入手しやすくなる｡第二に,交渉コスト
である｡先の信頼できる情報の交換によって,価格･品質の取引条件に関
する交渉コストも低く抑えられる｡第三に,監視コストである｡ ｢約束厳
守の信頼｣と｢能力への信頼｣によって,生産過程への監視のみならず,
納品時の品質検査などにかかる監視コストの節約が可能となる｡第四に,
在庫管理コストである｡ ｢好意による信頼｣における非限定的なコミット
メントによって,変化する取引の環境に対して取引の双方が柔軟に対応し,
できる限りの努力を行使するので,サプライヤーからアセンブラーへの製
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品の流れを管理する在庫コストを節約できる29)｡
4. 5　情報の蓄積と長期的評価
企業間の長期継続的取引によって情報の蓄積が可能となる｡情報の蓄積
によってサプライヤー関係におけるアセンブラーが,サプライヤーに対し
て短期的業績ではなく,長期的業績で評価することが可能となる｡これに
ついて車保険の例で説明する｡
車保険の場合,交通事故には保険加入者の不注意によるものがあれば,
不運によるものもある｡しかし,交通事故が発生した場合には,保険会社
はそれがどのケースによるものかを識別することが困難なので,どのケー
スによるものかにかかわらず保険支払いの対象とするしかない｡すると,
大勢の保険加入者は安心して,車の定期的な点検や注意深く運転などの努
力をしなくなる｡その結果,交通事故が多発し,保険会社は保険加入者全
員に対する保険料の引き上げで対応せざるをえない｡これはモラルハザー
ドの問題である｡この間題に対して,保険料システム-のメリット制度の
導入で対処されている｡つまり,事故の少ない保険加入者の保険料を割安
に,事故の多い保険加入者の保険料を割高にする｡長期的に見れば,事故
の多発者は損してしまう｡このような制度は不注意な運転を押さえ,安全
運転のインセンティブを高めることによって,保険加入者全員の保険料を
引き下げることができる3'"｡
自動車産業のサプライヤー関係においては,あるサプライヤーがたまに
は,生産性改善の研究開発が失敗することや,火災や原材料の供給不足の
ような不運によって部品の納期の遅延が生じることがあるかもしれない｡
しかし,双方の長期継続的取引による情報の蓄積によって,アセンブラー
は,そのサプライヤーとの取引においてそのような一時的な撹乱的要因を
認識し,そのサプライヤーの開発や納期管理の能力および努力水準をより
正確に評価できる｡したがって,長期継続的取引による情報の蓄積は,不
日本における企業間の長期継続的取引関係　　179
確定性を伴う生産性改善などの努力の成果に対する長期的評価に大いに役
立つであろう31)｡
5.むすび
本稿では,まず,評判メカニズムおよびゲーム理論で協調的行動に基づ
く長期継続的取引関係を維持する理由を分析した｡日本の企業社会におい
て評判のメカニズムが広く働いている｡企業間の取引において非協調的行
動をとった企業は,社会の評判が悪くなって,その後新しい取引先を見つ
けるのが難しくなる｡また,短期的取引による利益よりも長期継続的取引
による利益のほうが大きいので,最大の経済的利益を追求する組織として
の企業は,長期継続的取引関係を維持するインセンティブを持つわけであ
る｡次に,戦後,大半の日本企業は協調的取引関係を維持し,その協調的
取引関係が日本企業の競争力に貢献したという歴史的事実を述べた｡最後
に,関係特殊的資産,価格決定,技術革新,取引コスト,情報の蓄積の面
における長期継続的取引関係の経済的合理性を議論した｡長期継続的取引
関係の維持によって,関係特殊的資産への投資に伴うホールドアップ問題
を解決し,そして柔軟な価格決定による企業間のリスクシェアリングを促
進することができる｡口本のアセンブラーは,サプライヤーの生産や研究
開発の成果に対して順位付けで評価することによってサプライヤーどうし
を競争させ,技術革新を促進している｡日本において長期継続的取引関係
によって企業間での相互信頼が形成される｡その信頼によって,企業間で
情報の交換が行われ,企業間取引に伴う情報収集コスト･交渉コスト･監
視コスト･在庫管理コストが節約できる｡そして長期継続的取引関係によ
っで情報の蓄積も可能となる｡その情報の蓄積によって,アセンブラーは
サプライヤーの研究開発や経常管理の能力および努力水準をより正確に評
価できる｡
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しかし, 1990年代になってから,日本経済のグローバル化, IT化およ
び製品の規格化の進展によって日本のサプライヤー関係における中小企業
を取り巻く環境は変化してきた｡従来,アセンブラーとしての親企業を頂
点とし,その~卜にサプライヤーとしての中小企業がぶら下がる階層的な分
業構造で長期継続的取引関係が維持されていた｡この取引構造でl1本企業
は限られた取引先に依存しがちであったが,最近はより広い取引先へと広
がっている｡取引先の拡大はアセンブラーのサプライヤー選別に関連して
いる｡というのは,アセンブラーが取引先の増加でコストや品質の面でよ
り高い水準の要求を出して,それに対応できたサプライヤーの製品だけを
選べるからである｡実際に,サプライヤーに対する要求水準は高まってい
る｡最近の中小企業庁の調査によると, ｢品質の安定性｣ ･ ｢コスト削減力｣
･ ｢短納期対応力｣の面でアセンブラーからの要求水準が十年前に比べて
高くなったと強く感じた中小企業が全体の6割に上った｡アセンブラー側
では単にそれらの要求水準を高めるだけでなく,それを満たせないサプラ
イヤーとの取引関係を打ち切るケースもある｡中小企業庁の調査ではアセ
ンブラーは十年前に取引していたサプライヤーのうち,約三割の取引関係
を打ち切った｡その理由として品質の安定性やコスト削減への対応不足を
挙げる企業が約五割と多く,納期の順守を挙げる企業も四割程度あった｡
ただし,アセンブラーの要求水準が高まっていることはそれに対応できる
サプライヤーにとってはチャンスでもある｡同じ調査によるとアセンブラ
ーのすべての要求水準に対応しているサプライヤーでは,対応していない
サプライヤーより売上高や営業利益率が高い32)｡アセンブラーによる取引
先の選別が厳しくなるなか,サプライヤーは自社の強みや弱みを見つめ直
し,生産管理や技術革新の能力を強めることは生き残りへの必須課題とな
るであろう｡
他方,日本国内での取引環境の変化に対応するために,日本の中小企業
は海外企業に製品を供給している｡ 2006年に産業研究所が中小企業211社
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を対象に実施した調査によると,売上高に占める海外企業からの受注比率
は20%未満が約六割と最も多いが, 20%～80%未満も約四割ある｡供給国
別でみると,中国企業-の供給が約40%,次いで韓国15%, ASEAN10%
と続く｡日本の中小企業にとって海外取引には法制度や取引慣行の相逮,
言葉の問題でデメリットがあるが,メリットも少なくない｡同じ調査によ
ると,メリットとして｢対等なパートナーとしての正当な評価｣を挙げる
企業(38%)や, ｢安定的かつ継続的受注先確保｣を挙げる企業(36%)
が多かった｡対等なパートナーとしての正当な評価｣をメリットとして挙
げる企業が多いのは,国内ではサプライヤーという弱い立場や特殊な取引
慣行によって自社の強みを生かしにくいケースがある131i)0
こうした事実は,取引環境の変化に伴って日本従来の長期継続的取引関
係を維持する経済的合理性が乏しくなったことを示唆するであろう｡そこ
で,今後日本製造業の国際競争力を維持するためにも国内の取引慣行を見
直す必要があるかもしれない｡
注
1 )平成16年度別倭人学研究助成(研究課題｢企業の設備投資と企業間の株式持合｣)
による研究成果の　一部である｡
2)大林弘道(2001) p.6および2006年9JJ12日のE]本経済新聞社32面｢ゼミナー
ル　モノ作り中小企業論⑦｣を参照｡
3)本稿の社会規範の定義は藤川･松村(2()04)によるものである｡これに対して,
港(1988)は社会規範を特定の状況において行為者が類似した方法で行動するこ
とを促すものと定義する｡
4)港(1988) p.10を参照0
5)神旧(2004) p.2を参照｡
6)港(1988) p.10を参照｡
7)真鍋(2000) p.83を参照｡
8)伊藤(1989) p.117を参照｡
9)宮本(2004) pp.210-211を参照｡
10)真鍋(2000) p.83を参照｡
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ll)それは, 1950年にアメリカ合衆国ランド研究所の顧問のアルバート･W･クッ
カー(AW.Tucker)が同研究所のメリル･フラッド(Merrill Flood)とメルビ
ン･ドレシヤー(MelvinDresher)の考案に従って定式化したものである｡
12)伊藤(2003) pp.269-270を参照｡
13) 1967年のトヨタ自動車t業『トヨタ自動車30年史』 p.394を参照｡
14)港(1988) p.16を参照｡
15)中小企業庁『昭和41年度lい小企業日吉』 p.333を参照｡
16)港(1988) p.16-17を参照｡
17)三菱自動車株式会社のホームページ(http: //www.mitsubishi-motors.co.jp)を
参照｡
18)マイケル･武石(1998) p.148を参照｡
19)小田切(2000) p.218を参照｡
20)浅沼(1997) p.261,小田切(2000) p.228,浅沼･菊谷(1998) p.258を参照｡
21)小田切(2000) p.228,浅沼･菊谷(1998) pp.267-275を参照｡
22)浅沼(1997) pp.177-179,小田切(2000) pp.228--229を参照｡
23) ′ト田切(2000) pp.229T230を参照｡
24)浅沼(1997) p.182を参照0
25)浅沼(1997) p.183-184を参照｡
26)小田切(2000) p.230を参照｡
27)酒向(1997) p.93を参照｡
28)酒向(1997) pp.93-95を参照｡
29)酒向(1997) p.111を参照｡
30)伊藤(1989) p.119を参照0
31)伊藤(1989) pp.119-120を参照｡
32) 2006年9月13日の日本経済新聞31rfnA ｢ゼミナール　モノ作り中小企業論⑧｣を
参照｡
33) 2006年9月15日の日本経済新聞29両｢ゼミナール　モノ作り中小企業論QI6)Jを
参照｡
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